空き家・空き店舗活用実態証明書

１．対象物件の情報
物件所在地：
物件の種類：□ 戸建て住宅（空き家）　□ 店舗・事務所（空き店舗）　□ 併用住宅
活用形態：□ 賃貸借契約（令和　　年　　月　　日締結）
□ 売買契約（令和　　年　　月　　日締結・所有）

２．空き状態の期間
当該物件が、補助金申請日より遡って1年以上、居住および営業の実態がない「空き」の状態であったことを証明します。

[bookmark: _GoBack]空室（空き家）期間：令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
※少なくとも12ヶ月以上の期間を記入すること
※自己、3親等以内の親族、または資本関係等のある深い利害関係者が所有していた期間は含まない

３．証明欄（いずれかにチェックし、記名・捺印してください）
本証明内容は事実と相違ないことを証明します。

□【貸主（大家）または不動産管理会社による証明】
私は、本物件の貸主（または管理会社）として、上記期間に賃貸借契約が存在せず、居住・営業の実態がなかったことを証明します。

住所：
氏名（名称および代表者名）：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号：

□【前所有者または仲介不動産業者による証明（物件を購入した場合）】
私は、本物件の（□前所有者 ・□仲介業者）として、売買契約締結までの上記期間、当該物件が空室状態であったことを証明します。

住所：
氏名（名称および代表者名）：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号：

４．誓約・同意事項（チェック必須）
本加算の申請にあたり、以下の事項について誓約・同意します。
□貸主（または前所有者）は、申請者の3親等以内の親族、または資本関係等のある深い利害関係者ではありません。
□証明内容に虚偽が判明した場合、加算金を含む補助金の返還命令に従います。
□市からインフラ（電気・水道等）の使用量証明や現地写真等の追加資料を求められた場合、速やかに提出します。
